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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第15期

中間連結会計期間
第16期

中間連結会計期間
第15期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (百万円) 83,295 80,770 166,321

経常利益 (百万円) 1,446 768 3,932

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 860 257 2,489

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 1,186 261 2,407

純資産額 (百万円) 21,533 22,431 22,422

総資産額 (百万円) 77,305 76,821 76,178

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 64.82 19.40 187.57

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.9 29.2 29.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,270 1,750 3,067

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △43 △682 1,061

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △368 2,342 △1,103

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 12,871 18,449 15,038
 

(注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に、重要な変更はあり

ません。

 また、2024年５月１日付で増田住建株式会社の株式を取得したことに伴い、同社及び同社の完全子会社１社を連結

の範囲に含めております。この結果、当社グループは当社及び連結子会社13社で構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境が改善し景気は緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。しかしながら、エネルギー関連費用の高止まりや継続的な物価上昇等により消費者の節約志向に大きな変化は

無く個人消費は依然として盛り上がりに欠ける事に加え、世界経済の減速懸念や急激な為替変動、地政学リスクの

高まりなど、先行き不透明な状況は続いております。

当住宅関連業界におきましては、新設住宅着工戸数は総数では底堅く推移したものの、不動産や住宅資材価格の

高騰等による住宅価格上昇または高止まり等により持家については引き続き弱含みでの推移となりました。また、

住宅の１戸当たりの床面積が縮小傾向にあるほか、マイナス金利解除に伴う住宅ローン金利の上昇懸念や人手不足

など、経営環境は依然として不透明感が残る中での推移となりました。

このような環境の中で当社グループは、サステナビリティへの取組みとして引き続きエネルギー関連商材や認証

材の拡販、非住宅木構造分野への取組み強化に加え、中古マンションリノベーション業者への販売強化やプライ

ベートブランド商品の拡販、売上総利益率の改善等の既存の営業方針を維持する一方で、業務効率化や働き方改革

を推進し、収益体質の改善を図ってまいりました。また、前連結会計年度よりスタートした３ヶ年の中期経営計画

の２年目として、本計画のテーマである「企業変革力の向上」を図るべく各種施策を推進しており、今後の成長戦

略への先行投資としてM&Aを積極的に行い、５月に増田住建株式会社を当社グループに迎え入れました。なお、10月

には株式会社丸西、11月にはひらいホールディングス株式会社を当社グループに迎え入れており、更なる事業基盤

の強化を図ってまいります。

以上の結果、当中間連結会計期間における業績は、売上高が80,770百万円（前年同期比3.0％減）となりました。

なお、利益面につきましては、一時費用としてM&A関連費用467百万円が発生した影響もあり、営業利益が361百万円

（前年同期比63.8％減）、経常利益が768百万円（前年同期比46.9％減）、親会社株主に帰属する中間純利益が257

百万円（前年同期比70.1％減）となりました。

 
 

(2) 財政状態の分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比して642百万円増加の76,821百万円となりました。これ

は主として、現金及び預金が3,424百万円、のれんが834百万円増加した一方で、売掛債権が3,785百万円減少したこ

とによるものであります。

負債については、前連結会計年度末に比して633百万円増加の54,389百万円となりました。これは主として、短期

借入金が500百万円、１年内返済予定を含む長期借入金が2,152百万円増加した一方で、仕入債務が2,164百万円減少

したことによるものであります。

純資産については、前連結会計年度末に比して9百万円増加の22,431百万円となりました。これは主として、利益

剰余金が5百万円増加したことによるものであります。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末から0.2ポイント減少の29.2％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの分析

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末から3,410百万円

増加し、18,449百万円となりました。

営業活動の結果、資金は1,750百万円の増加（前年同期は1,270百万円の増加）となりました。これは主として、

税金等調整前中間純利益が770百万円、売上債権の減少が4,218百万円あった一方で、仕入債務の減少が2,550百万円

あったことによるものであります。

投資活動の結果、資金は682百万円の減少（前年同期は43百万円の減少）となりました。これは主として、連結の

範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が610百万円あったことによるものであります。

財務活動の結果、資金は2,342百万円の増加（前年同期は368百万円の減少）となりました。これは主として、長

期借入れによる収入が2,600百万円あった一方で、長期借入金の返済による支出が500百万円あったことによるもの

であります。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更等はありません。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(7) 従業員数

当中間連結会計期間において、従業員数に著しい増減はありません。

 

(8) 仕入、受注及び販売の実績

当中間連結会計期間において、仕入、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(9) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。また、前連結会計年度末において計画中

であった重要な設備の新設、除却等に著しい変更はありません。なお、当中間連結会計期間において、新たに確定

した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

 

(10) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当中間連結会計期間において、資本の財源及び資金の流動性の方針について、前事業年度の有価証券報告書に記

載した内容から重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2024年８月26日に開催した取締役会において、ひらいホールディングス株式会社の自己株式を除く発行済

株式の全てを取得し同社を子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

また、2024年９月12日に開催した取締役会において、株式会社丸西の株式を取得し同社を子会社化することについ

て決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

これらの詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項」の（重要な後発事象）をご参照くださ

い。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,000,000

計 47,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,767,052 13,767,052
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株
であります。

計 13,767,052 13,767,052 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年９月30日 ― 13,767,052 ― 850 ― 294
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ベニア商会 東京都大田区下丸子４丁目27－２－503 3,608 27.19

足立　建一郎 東京都大田区 1,034 7.80

ジューテックグループ社員持株会 東京都港区新橋６丁目３－４ 733 5.53

梅崎　紀枝 横浜市鶴見区 518 3.91

大建工業株式会社 大阪府大阪市北区中之島３丁目２－４ 429 3.24

株式会社ユーエム興産 横浜市鶴見区岸谷３丁目７－47 424 3.20

住友林業株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３－２ 412 3.11

伊藤忠建材株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町１－４ 406 3.06

梅崎　興司 横浜市鶴見区 327 2.47

ＳＭＢ建材株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目２番１号 302 2.28

計 ― 8,198 61.78
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式495千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 495,100
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

132,398 ―
13,239,800

単元未満株式 普通株式 32,152
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 13,767,052 ― ―

総株主の議決権 ― 132,398 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ジオリーブグループ
株式会社

東京都港区新橋６丁目
３－４

495,100 ― 495,100 3.60

計 ― 495,100 ― 495,100 3.60
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当中間会計期間における役員の異動は次のとおりであります。

 
(1) 役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

常務取締役
グループ事業統括部、情報シ
ステム部、DX推進室担当　
兼　情報システム部長

常務取締役
グループ事業統括部、情報シ
ステム部、DX推進室担当

岩瀬　裕道 2024年８月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,098 18,523

  受取手形、売掛金及び契約資産 29,248 26,822

  電子記録債権 8,519 7,159

  棚卸資産 ※1  4,209 ※1  4,630

  その他 1,613 1,566

  貸倒引当金 △247 △248

  流動資産合計 58,441 58,455

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 8,247 8,330

   その他 5,706 5,563

   有形固定資産合計 13,953 13,894

  無形固定資産   

   のれん 40 875

   その他 251 255

   無形固定資産合計 292 1,130

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,815 1,845

   退職給付に係る資産 128 134

   その他 1,594 1,404

   貸倒引当金 △48 △42

   投資その他の資産合計 3,490 3,341

  固定資産合計 17,736 18,366

 資産合計 76,178 76,821
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 28,955 27,863

  電子記録債務 13,529 12,456

  短期借入金 0 500

  1年内返済予定の長期借入金 875 1,183

  未払法人税等 426 552

  賞与引当金 1,190 1,133

  その他の引当金 157 94

  その他 2,364 2,626

  流動負債合計 47,499 46,409

 固定負債   

  長期借入金 3,858 5,703

  繰延税金負債 659 466

  引当金 231 283

  退職給付に係る負債 412 414

  その他 1,094 1,112

  固定負債合計 6,256 7,980

 負債合計 53,756 54,389

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 850 850

  資本剰余金 286 286

  利益剰余金 20,615 20,620

  自己株式 △233 △233

  株主資本合計 21,518 21,523

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 805 826

  繰延ヘッジ損益 8 △4

  退職給付に係る調整累計額 90 86

  その他の包括利益累計額合計 904 908

 純資産合計 22,422 22,431

負債純資産合計 76,178 76,821
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 83,295 80,770

売上原価 73,199 70,431

売上総利益 10,095 10,339

販売費及び一般管理費 ※1  9,096 ※1  9,977

営業利益 998 361

営業外収益   

 受取利息及び配当金 58 34

 仕入割引 193 195

 不動産賃貸料 140 139

 その他 71 69

 営業外収益合計 462 439

営業外費用   

 支払利息 13 22

 その他 2 10

 営業外費用合計 15 32

経常利益 1,446 768

特別利益   

 固定資産売却益 2 2

 特別利益合計 2 2

特別損失   

 固定資産除却損 1 0

 100周年記念費用 68 -

 特別損失合計 70 0

税金等調整前中間純利益 1,378 770

法人税、住民税及び事業税 403 499

法人税等調整額 114 14

法人税等合計 518 513

中間純利益 860 257

親会社株主に帰属する中間純利益 860 257
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益 860 257

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 321 20

 繰延ヘッジ損益 2 △12

 退職給付に係る調整額 1 △3

 その他の包括利益合計 326 4

中間包括利益 1,186 261

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,186 261
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,378 770

 減価償却費 229 210

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △6

 賞与引当金の増減額（△は減少） △105 △63

 受取利息及び受取配当金 △58 △34

 仕入割引 △193 △195

 支払利息 13 22

 固定資産売却損益（△は益） △2 △2

 売上債権の増減額（△は増加） 1,929 4,218

 棚卸資産の増減額（△は増加） 408 △386

 未収入金の増減額（△は増加） △136 △12

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,887 △2,550

 その他 282 △58

 小計 1,847 1,912

 利息及び配当金の受取額 57 34

 仕入割引の受取額 64 63

 利息の支払額 △12 △19

 法人税等の支払額 △686 △241

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,270 1,750

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △134 △7

 有形固定資産の売却による収入 2 9

 無形固定資産の取得による支出 △40 △56

 敷金及び保証金の差入による支出 △8 △17

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △610

 その他 137 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △43 △682

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 200 500

 長期借入れによる収入 350 2,600

 長期借入金の返済による支出 △662 △500

 配当金の支払額 △252 △252

 その他 △3 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー △368 2,342

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 858 3,410

現金及び現金同等物の期首残高 12,013 15,038

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  12,871 ※1  18,449
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間より、新たに株式を取得したことに伴い増田住建株式会社及び同社の子会社１社を連結の範

囲に含めております。

 
(会計方針の変更等)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しています。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しています。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適

用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっています。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期

間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 
(中間連結貸借対照表関係)

※１ 棚卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

商品及び製品 3,263百万円 3,509百万円

販売用不動産 124　〃 67　〃

未成工事支出金 821　〃 1,053　〃
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

運賃及び荷造費 1,322百万円 1,341百万円

貸倒引当金繰入額 △11　〃 △6　〃

給料 2,628　〃 2,737　〃

賞与引当金繰入額 1,153　〃 1,110　〃

退職給付費用 177　〃 174　〃
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 12,921百万円 18,523百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△50 〃 △74 〃

現金及び現金同等物 12,871百万円 18,449百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 252 19 2023年３月31日 2023年６月28日
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 331 25 2023年９月30日 2023年11月30日
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 252 19 2024年３月31日 2024年６月26日
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年11月５日
取締役会

普通株式 利益剰余金 252 19 2024年９月30日 2024年11月29日
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、全セグメントに占める「住宅資材販売事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しい

ため記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、中間連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会

計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

(取得による企業結合)

１．企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　 被取得企業の名称：増田住建株式会社

　 事業の内容　　　：住宅資材の販売

② 企業結合を行った主な理由

今後、人口減少や少子高齢化を背景に住宅関連需要が減少していくことが予想される中、窓サッシを中心

に住宅資材の販売を行う増田住建及び同社の子会社１社を当社グループに迎え入れ、経営基盤の強化を図

り、更なる企業価値の向上を目指すことといたしました。

③ 企業結合日

　 2024年５月１日

④ 企業結合の法的形式

　 株式取得

⑤ 結合後企業の名称

　 増田住建株式会社（旧社名、増田住建トーヨー住器株式会社）

⑥ 取得した議決権比率

　 100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 
２．中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　2024年５月１日から2024年９月30日まで

 
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,370百万円

取得原価  1,370百万円
 

 
４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用等　61百万円

 
５．発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

　 925百万円

なお、のれんの金額は、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額であります。

② 発生原因

　 今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③ 償却方法及び償却期間

　 ５年間にわたる均等償却
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(収益認識関係)

(収益の分解情報)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間　(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 セグメント区分
合　計

 住宅資材販売 その他

財又はサービスの種類別    

　合　板 7,118 ― 7,118

　建　材 37,032 ― 37,032

　住宅設備機器 18,089 ― 18,089

　ＤＩＹ商品　(注) 3,049 ― 3,049

　住宅資材販売その他 15,903 ― 15,903

　その他 ― 2,102 2,102

顧客との契約から生じる収益 81,192 2,102 83,295

外部顧客への売上高 81,192 2,102 83,295
 

(注) ホームセンター等へ販売した合板、建材、住宅設備機器等が含まれております。

 

当中間連結会計期間　(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 セグメント区分
合　計

 住宅資材販売 その他

財又はサービスの種類別    

　合　板 5,874 ― 5,874

　建　材 35,196 ― 35,196

　住宅設備機器 20,412 ― 20,412

　ＤＩＹ商品　(注) 3,001 ― 3,001

　住宅資材販売その他 14,641 ― 14,641

　その他 ― 1,643 1,643

顧客との契約から生じる収益 79,126 1,643 80,770

外部顧客への売上高 79,126 1,643 80,770
 

(注) ホームセンター等へ販売した合板、建材、住宅設備機器等が含まれております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

  １株当たり中間純利益 64円82銭 19円40銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 860 257

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　中間純利益(百万円)

860 257

   普通株式の期中平均株式数(千株) 13,272 13,271
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

取得による企業結合

当社は、2024年８月26日開催の取締役会において、ひらいホールディングス株式会社の自己株式を除く発行済

株式の全てを取得し、子会社化することについて決議し、2024年11月１日付で株式を取得いたしました。

１．企業結合の概要

　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　 被取得企業の名称：ひらいホールディングス株式会社

　　 事業の内容　　　：プレカット加工、住宅資材販売、建築工事、不動産売買等

　② 企業結合を行った主な理由

今後、人口減少や少子高齢化を背景に住宅関連需要が減少していくことが予想される中、千葉県を中心に

プレカット加工や建築資材販売、建築事業や不動産事業など住まいを事業ドメインに多角的に事業を行って

いるひらいホールディングス株式会社及び同社の子会社５社を当社グループに迎え入れ、同エリアにおける

事業基盤の強化を図り、更なる企業価値の向上を目指すことといたしました。

　③ 企業結合日

　　 2024年11月１日

 ④ 企業結合の法的形式

　　 株式取得

　⑤ 結合後企業の名称

　　 変更ありません。

　⑥ 取得した議決権比率

　　 100％

　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 
２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 5,000百万円

取得原価  5,000百万円
 

 
３．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　アドバイザリー費用等（概算額）　379百万円

 
４．発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

　　　現時点では確定しておりません。

 
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　現時点では確定しておりません。

 
取得による企業結合

当社は、2024年９月12日開催の取締役会において、株式会社丸西の株式を取得し、子会社化することについて

決議し、2024年10月１日付で株式を取得いたしました。

１．企業結合の概要

　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　 被取得企業の名称：株式会社丸西

　　 事業の内容　　　：内装工事業

　② 企業結合を行った主な理由

今後、人口減少や少子高齢化を背景に住宅関連需要が減少していくことが予想される中、東北エリアを中

心に商業施設や公共施設等の内装工事を手掛ける株式会社丸西を当社グループに迎え入れ、同エリアにおけ

る事業基盤の強化及びグループとしての非住宅分野への取組強化を図り、更なる企業価値の向上を目指すこ

とといたしました。

　③ 企業結合日
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　　 2024年10月１日

 ④ 企業結合の法的形式

　　 株式取得

　⑤ 結合後企業の名称

　　 変更ありません。

　⑥ 取得した議決権比率

　　 90％

　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 
２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,080百万円

取得原価  1,080百万円
 

 
３．主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用等　95百万円

 
４．発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

　　現時点では確定しておりません。

 
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　現時点では確定しておりません。

 
２ 【その他】

第16期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）中間配当について、2024年11月５日開催の取締役会において、

2024年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 252百万円

②　１株当たりの金額 19円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月７日

ジオリーブグループ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井　指　　亮　一  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 濵　田　　睦　將  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジオリーブグ

ループ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から

2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ジオリーブグループ株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥
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当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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